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内容 

本書は，簡易裁判所特有の民事関係手続について解説されており，民事実務講義案Ⅰ，同Ⅱとともに，裁判
所書記官の執務の傍らに必ずといっていいほど置かれ親しまれているものです。 
裁判所職員総合研修所刊行の四訂補訂版に，平成２３年法律第５１号「非訟事件手続法」，同５２号「家事事

件手続法」，同５３号「非訟事件手続法及び家事事件手続法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」等
が平成２５年１月から施行されたことに伴い，第５章民事調停手続をはじめとして，同法改正に関連する箇所の
加筆補正を行い，改訂版として発行されたものです。 
最近クローズアップされてきている簡易裁判所の民事実務を理解するのに必要な理論的事項を取り上げ，併

せて，実務的な観点も踏まえて解説されていますので，裁判所書記官や裁判所事務官はもとより，弁護士や認
定司法書士, その他民事手続に携わる実務家の方々には必読の一冊です。 
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